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 (証券コード 4406)

 平 成 2 8 年月日

株 主 各 位   

   

  京都市伏見区葭島矢倉町13番地 

   

  代表取締役社長 藤 本 万太郎 

第144回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、当社第144回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。 
 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット）によって議

決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただ

き、平成28年月28日（火曜日）午後時30分までに議決権を行使していただきますようお

願い申し上げます。 

敬 具 

記 

1. 日  時    平成28年月29日（水曜日）午前10時 

2. 場  所    京都市伏見区葭島矢倉町13番地 

当社本店会議室 

3. 目的事項 

報 告 事 項           1. 第144期           事業報告の内容、連結計算書類の内容なら

びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第144期           計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項           

第号議案  定款一部変更の件 

第号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）名選任の件 

第号議案  監査等委員である取締役名選任の件 

第号議案  補欠の監査等委員である取締役名選任の件 

第号議案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件 

第号議案  監査等委員である取締役の報酬額設定の件 

 

(    )平成27年月日から
平成28年月31日まで

(    )平成27年月日から
平成28年月31日まで
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4. 議決権行使についてのご案内 

(1) 書面による議決権行使 

 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前記の行使期限までに

到着するようご返送ください。 

(2) 電磁的方法（インターネット）による議決権行使 

 パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から当社の指定する議決権行使ウェブサイ

ト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に記載

の「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用のうえ画面の案内に従って、前記

の行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。 

 なお、インターネットによる議決権の行使に際しましては、後記の「インターネット

による議決権行使のお手続きについて」（39頁から40頁まで）をご確認くださいますよ

うお願い申し上げます。 

 

※議決権行使を重複してなされた場合のお取り扱い 

①書面による議決権の行使と電磁的方法（インターネット）による議決権の行使を重複

して行われた場合は、電磁的方法（インターネット）による議決権の行使を有効なも

のといたします。 

②電磁的方法（インターネット）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行わ

れた議決権の行使を有効なものといたします。 

以 上 

 
 ◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に

ご提出くださいますようお願い申し上げます。 
◎本招集ご通知に際してご提供すべき書類のうち、次に掲げる事項につき

ましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.nj-chem.co.jp/）に掲載しており
ますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。 
・連結計算書類「連結株主資本等変動計算書」 
・連結計算書類「連結注記表」 
・計算書類「株主資本等変動計算書」 
・計算書類「個別注記表」 
したがって、本招集ご通知添付書類は、監査役および会計監査人がそれ
ぞれ監査報告および会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計
算書類および計算書類の一部であります。 

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nj-chem.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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添 付 書 類           
 

 事 業 報 告 平成27年月日から  
平成28年月31日まで  

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績や雇用環境の改善など、緩や

かに持ち直す動きも一部みられたものの、中国や新興国向けの輸出が落ち込んだほか、

消費者の節約志向の高まりから個人消費も弱い状態が続くなど、景気は横ばいの状態で

推移しました。また、世界経済におきましては、米国景気が好調を維持した一方、中国

や資源価格下落の影響を受けた新興国での景気減速や欧州での地政学リスクの高まりな

ど、先行きへの懸念材料が目立つ状況となりました。 

 このような環境のなか、当社グループにおきましては、原料調達費用の低減やグルー

プ全体での経費削減の取り組みなど、収益力の向上に努めるとともに、新製品の拡販を

推進しました。 

 この結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、278億千百万円

（前期比7.9％減）となり、損益面では、営業利益億千百万円（前期比204.2％

増）、経常利益億千百万円（前期比31.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利

益は千百万円（前期比69.5％減）となりました。 

 なお、当期末の配当につきましては、厳しい収益環境を勘案して、誠に遺憾ではござ

いますが、見送らせていただきたく存じます。株主の皆様には誠に申し訳なく、衷心よ

りお詫び申し上げます。 

 

事業別の状況 

 事業別の状況は次のとおりであります。 

［化学製品事業］ 

 オレオケミカル製品では、医薬・化粧品向けグリセリンの販売が堅調に推移した一方、

繊維油剤向け油脂誘導体の販売が落ち込み、油脂製品の売上高は前年を下回りました。

また、界面活性剤向け高級アルコールの販売が低調だったことなどにより、アルコール

製品の売上高は前年を下回りました。 

 可塑剤は、住宅関連資材向けの需要回復の動きが依然として鈍いものの、自動車用途

の販売が好調に推移しました。この結果、販売数量は微増となりましたが、原油安に伴

う製品価格の下落により、売上高は前年を大きく下回りました。 

(     )
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 機能性化学品は、自動車用途の油剤の販売が好調に推移したほか、新規開発品である

特殊油剤、医薬中間体、水素化製品の売上が伸長しました。 

 樹脂原料製品は、国内では、自動車用途の需要が順調に推移したこと、また、競合す

る輸入品からのシェア奪回が奏功したことにより、販売数量を伸ばしました。一方、輸

出におきましては、中国での需要が低迷したものの、他地域への拡販が進んだ結果、販

売数量は前年並みを維持しました。しかしながら、原油安および世界的な供給過剰によ

る製品価格の下落により、売上高は前年を下回りました。 

 樹脂添加剤は、国内での需要が順調に推移したほか、輸出においても新製品の拡販が

進んだため、販売数量・売上高ともに前年より増加しました。 

 以上の結果、化学製品事業の売上高は252億千百万円（前期比7.9％減）となりま

したが、原料価格低減に向けた取り組みの効果もあり、営業利益は億千百万円

（前期比200.6％増）となりました。 

 

［その他事業］ 

 その他事業におきましては、新規ユーザーの獲得などにより、業務用・車両用洗剤の

販売が前年を大きく上回りました。一方、商社部門では、樹脂添加剤などが販売を伸ば

したものの、住宅関連資材用途の需要低迷による可塑剤の落ち込みを補うには至らず、

前年を下回る結果となりました。 

 以上の結果、その他事業の売上高は26億千万円（前期比8.3％減）、営業利益は

千百万円（前期比129.4％増）となりました。 
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(2) 設備投資の状況 

 当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は億千百万円でありまして、主

なものは川崎工場の生産制御システムの更新によるものであります。 

 なお、所要資金は自己資金および借入金で賄いました。 

 

(3) 資金調達の状況 

 当連結会計年度の資金調達につきましては、自己資金および金融機関からの借入金に

より、所要資金を賄いました。 

 なお、当連結会計年度末の有利子負債の合計残高は、前連結会計年度末に比べて、17

億千百万円減少し、96億千百万円となりました。 

 

(4) 対処すべき課題 

 今後のわが国経済は、年明け以降の株式・為替市場の動揺が企業業績に与える影響が

不安視されるほか、個人消費回復の兆しがみえないなど、先行き不透明な状況であり、

海外経済についても、中国や新興国での景気低迷が続くことが懸念されます。また、当

社グループの属する化学業界は、原油価格の動向がみえづらく、楽観視できない状況に

あります。 

 このような状況のなか、当社グループでは、既存事業の収益改善により企業基盤の強

化を図るとともに、高付加価値製品を安定的に生産できる体制を整え、国内外での拡販

に注力してまいります。また、全社的に業務改善活動を推進することにより、技術力・

開発力を向上させ、新製品の市場への提供を迅速化するほか、業務を効率化し収益を確

保できる体制を構築します。さらに、コーポレート・ガバナンス体制を一層強化するこ

とで、より透明性の高い経営の実現と経営の機動性向上を図ってまいります。 

 当社グループは、「もの創りを通して広く社会の発展に貢献します」という経営理念

のもと、引き続き企業の社会的責任を果たしてまいります。環境負荷低減に向けた活動

や安全操業の徹底に加え、事業継続のためのリスク管理体制の高度化を推進してまいり

ます。 

 株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
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(5) 財産および損益の状況の推移 

区 分 
第141期 

(24. 4. 1 
～25. 3.31)

第142期 
(25. 4. 1 
～26. 3.31)

第143期 
(26. 4. 1 
～27. 3.31)

第144期(当期) 
(27. 4. 1 
～28. 3.31) 

売 上 高(百万円) 28,477 30,642 30,284 27,884 

経 常 利 益(百万円) △  337 390 285 376 

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) △  793 215 318 97 

株当たり当期純利益金額 (円) △ 21.28 5.79 8.53 2.61 

総 資 産(百万円) 34,227 35,823 36,024 31,361 

純 資 産(百万円) 12,378 13,234 15,114 13,457 

（注）1. △印は損失を示します。 

2. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年月13日）等の適用

により、当連結会計年度より「当期純利益」の科目表示を「親会社株主に帰属する当

期純利益」に変更しております。 

3. 株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数（自己株式を控除）により算出

しております。 

 

(6) 重要な親会社および子会社等の状況 

①親会社との関係 

 当社には該当する親会社はありません。 

 

②重要な子会社および関連会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

 （ 連 結 子 会 社 ）    

 日 新 理 化 株 式 会 社 190百万円 100.0％ 可塑剤、界面活性剤、脂肪酸等の製造 

 ア ル ベ ス 株 式 会 社 30百万円 100.0％ 業務用洗剤等の製造･販売､化学製品等の仕入販売 

 日東化成工業株式会社 145百万円 55.0％ 金属石鹸、塩化ビニル用安定剤等の製造・販売 

 N J C  K o r e a  C o . , L t d . 1,000百万ウォン 100.0％ 化 学 品 の 販 売 

 （ 持 分 法 適 用 会 社 ）    

 Emery Oleochemicals Rika (M) Sdn.Bhd. 109
百万 
マレーシア
リンギット

25.0
％

高 級 ア ル コ ー ル の 製 造 

 台湾新日化股有限公司 484百万台湾元 43.7％ 界 面 活 性 剤 の 製 造 

（注） 当連結会計年度末における連結子会社は上記社、持分法適用会社は社であります。 
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(7) 主 要 な 事 業 内 容                  （平成28年月31日現在） 

 化 学 製 品 事 業
脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、不飽和アルコール、 
界面活性剤、可塑剤、酸無水物、樹脂添加剤、電子材料製品の製造
および販売 

 そ の 他 事 業
業務用洗剤、油剤の製造および販売、化学製品ほかの仕入販売、 
保険代理業務 

 

(8) 主要な営業所および工場（平成28年月31日現在） 

 新 日 本 理 化 株 式 会 社 大 阪 本 社 大 阪 市 中 央 区 

  東 京 支 社 東 京 都 中 央 区 

  京 都 工 場 京 都 市 伏 見 区 

  徳 島 工 場 徳 島 県 徳 島 市 

  川 崎 工 場 川 崎 市 川 崎 区 

  堺  工 場 堺 市 西 区 

 日 新 理 化 株 式 会 社 本 社 千 葉 県 市 原 市 

 ア ル ベ ス 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 中 央 区 

 日 東 化 成 工 業 株 式 会 社 本 社 横 浜 市 緑 区 
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(9) 従業員の状況（平成28年月31日現在） 

①企業集団の従業員の状況 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

434名 21名減 

（注） 従業員数は就業人員数であります。 

 

②当社の従業員の状況 

 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

 336名 15名減 40.10歳 16.00年 

（注）1. 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人

員数であります。 

2. 他社から当社への出向者については、平均年齢および平均勤続年数の計算に含めてお

りません。 

 

(10) 主要な借入先（平成28年月31日現在） 

借 入 先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,809（百万円） 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,165 

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 930 

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 867 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 645 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 599 

 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(9) ／ 2016/05/26 10:34 (2016/05/19 14:58) ／ wn_15175260_01_os7新日本理化様_招集_株主各位_P.docx 

9

2. 会社の株式に関する事項（平成28年月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 150,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 38,008,906株（うち自己株式721,122株） 

(3) 株   主   数 7,292名 

(4) 大   株   主（上位10名） 

株   主   名 持 株 数(株) 持株比率(％) 

 株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,861,533 4.99 

 株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 1,633,300 4.38 

 フ ク ダ 電 子 株 式 会 社 1,199,000 3.22 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口4) 1,188,400 3.19 

 三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 941,600 2.53 

 日 油 株 式 会 社 922,875 2.48 

 野 村 貿 易 株 式 会 社 850,100 2.28 

 豊 田 通 商 株 式 会 社 790,000 2.12 

 東 洋 テ ッ ク 株 式 会 社 738,000 1.98 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 711,100 1.91 

（注）1. 当社は自己株式721,122株保有しておりますが、上記大株主からは除いております。 

2. 持株比率については、自己株式を控除して算出しております。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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4. 会社役員に関する事項 

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成28年月31日現在） 

氏 名 会社における地位および担当または重要な兼職の状況 

 藤 本 万太郎 代表取締役社長  

 原  健 二
代 表 取 締 役
常 務 取 締 役

 

 林  豊 常 務 取 締 役  

 状 家 美 香 取 締 役 海外事業推進本部長・海外事業推進部長 

 加 藤 慎 治 取 締 役 生産本部長 

 藤 牧 愼 一 取 締 役 企画本部長・経営企画部長 

 石 野  淳 取 締 役 管理本部長 

 芹 田 俊 雄 取 締 役 日東化成工業株式会社代表取締役社長 

 岡  正 司 取 締 役 技術本部長 

 村 永 次 郎 取 締 役  

 寺 澤 靜 男 常 勤 監 査 役  

 桜 井 博 文 常 勤 監 査 役  

 織 田 貴 昭 監 査 役
弁護士 
株式会社ダスキン社外監査役 

（注）1. 取締役村永次郎氏は、社外取締役であります。 

2. 監査役桜井博文氏および織田貴昭氏は、社外監査役であります。 

3. 当社は、社外取締役および社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。 

4. 監査役桜井博文氏は、金融機関および財務部門における長年の経験があり、財務およ

び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

5. 平成27年月26日開催の第143回定時株主総会終結の時をもって、取締役寺澤靜男氏

は辞任により退任いたしました。なお、同氏は、平成27年月26日開催の第143回定

時株主総会において、新たに監査役に選任され就任いたしました。 

6. 平成27年月26日開催の第143回定時株主総会終結の時をもって、監査役村永次郎氏

は辞任により退任いたしました。なお、同氏は、平成27年月26日開催の第143回定

時株主総会において、新たに取締役に選任され就任いたしました。 



 

－  － 
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7. 当事業年度における取締役の担当の異動は次のとおりであります。 

 氏  名 異 動 前 異 動 後 異動年月日 

 原  健 二 
代表取締役 
常務取締役 
樹脂添加剤事業部担当

代表取締役 
常務取締役 

平成27年月日 

加 藤 慎 治 

取締役 
日新理化株式会社 
代表取締役社長 

取締役 平成27年月28日 

取締役 
取締役 
生産本部長 

平成27年月26日 

 

(2) 取締役および監査役の報酬等の額 

 区   分 支 給 人 員 支  給  額 

 取 締 役 11名 161百万円（うち社外取締役名11百万円） 

 監 査 役 名 33百万円（うち社外監査役名17百万円） 

合   計 16名 194百万円（うち社外役員 名28百万円） 

（注）1. 上記支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

2. 平成年月29日開催の第123回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は月額

20百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）、監査役の

報酬限度額は月額百万円以内とご承認いただいております。 

3. 当事業年度末現在の取締役は10名（うち社外取締役名）、監査役は名（うち社外

監査役名）であります。上記の取締役および監査役の支給人員と相違しております

のは、無報酬の取締役名が存在していること、ならびに平成27年月26日開催の第

143回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役名および監査役名が含まれ

ているためであります。 

4. 当社は、平成19年月28日開催の第135回定時株主総会終結の時をもって、取締役お

よび監査役の退職慰労金制度を廃止し、当該事業年度末時点の取締役および監査役に

対しては、退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金を退任時に支給

することを決議いたしております。 

これに基づき、当事業年度中に退任した監査役名に対し百万円の退職慰労金を支

給しております。 

 



 

－  － 
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(3) 社外役員に関する事項 

①取締役 村永次郎氏 

ア．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係 

 該当事項はありません。 

イ．当事業年度における主な活動状況 

 当事業年度において、平成27年月26日に監査役を退任するまでに開催された

取締役会回および監査役会回のすべてに出席いたしました。また、平成27年

月26日に取締役に就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回のすべてに

出席し、適宜取締役の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を行ってお

ります。 

 

②監査役 桜井博文氏 

ア．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係 

 該当事項はありません。 

イ．当事業年度における主な活動状況 

 平成27年月26日に監査役に就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回

および監査役会10回のすべてに出席し、適宜取締役の意思決定の適正性を確保す

るための質問、助言を行っております。 

 

③監査役 織田貴昭氏 

ア．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係 

 監査役織田貴昭氏は、株式会社ダスキンの社外監査役であります。当社と兼職

先との間に重要な取引関係はありません。 

イ．当事業年度における主な活動状況 

 当事業年度に開催された取締役会17回のうち13回に出席し、また当事業年度に

開催された監査役会14回のうち13回に出席し、主に弁護士としての専門的見地か

らの発言を行っております。 

 



 

－  － 
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5. 会計監査人に関する事項 

(1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

  支 払 額 

 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27百万円 

 
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 

27百万円 

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額

と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分で

きないため、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。 

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および見積りの算出根拠などを確認

し、検討した結果、会計監査人の報酬につき、会社法第399条第項の同意を行って

おります。 

 

(3) 非監査業務の内容 

 該当事項はありません。 

 

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した

場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決

定に基づき、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提出します。 

 また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第項各号のいずれかに該当すると

判断した場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。この場合、監

査役会が選定した監査役は、解任した旨およびその理由を解任後最初に招集される株主

総会に報告します。 

 



 

－  － 
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(5) 会計監査人が受けた過去年間の業務の停止の処分に係る事項 

 金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容 

①処分対象 

新日本有限責任監査法人 

②処分内容 

契約の新規の締結に関する業務の停止ヶ月（平成28年月日から同年月31日

まで） 

③処分理由 

・社員の過失による虚偽証明 

・監査法人の運営が著しく不当 

 

6. 会社の体制および方針 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制および当該体制の運用状況 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

1.取締役、使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

1) 法令、定款および社内規程の遵守ならびに社会規範の尊重に関する行動規範「Ｎ

ＪＣコンプライアンス」を定めるとともに、これを文書化したガイドラインを当社

および当社子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役および従業員に配布

し、企業倫理の周知および浸透を図る。 

2) 代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、当社グループ

におけるコンプライアンス体制の評価および改善策の検討を行う。 

3) コンプライアンス上疑義のある行為については、従業員が直接に情報提供できる

内部通報窓口を設置し、問題の早期発見および是正に努める。 

4) 反社会的勢力と一切の関係を持たず、不当要求に対しては当社グループを挙げて

毅然とした姿勢で対応する。 

 

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

1) 取締役の職務の執行に係る情報は、規定類および文書管理規程、秘密情報管理規

程、電子情報管理規程等の社内規程に基づき、適切に保存・管理する。 

2) 内部監査部門による各部門への定期的な内部監査を通じて、これらの情報の保

存・管理状況を把握し、必要に応じて改善措置を講じる。 

 



 

－  － 
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3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

1) 不良債権等の発生を防止するための与信限度管理規程、工場における安全操業を

維持するための安全衛生管理規程および安全審査規程、ならびに自然災害・事故等

の被害を最小限に抑制するための危機管理規程等の社内規程を定めるとともに、各

部門において各種損失の危険のチェック・教育・訓練体制を整備することにより、

当社グループにおける損失の危険を予防もしくは回避する。 

2) 不測の事態が発生した場合には、損害の拡大を防止し、損失を最小限に止めるた

め、必要に応じて社長または担当取締役を本部長とする対策本部を立ち上げ、適切

かつ迅速に対応する体制を確保する。 

 

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

1) 当社および当社グループ全体に影響のある重要事項については、取締役会、経営

会議等における多面的な検討を経て、慎重に審議・決定する。 

2) 市場競争力の強化を図るために、中期経営計画および年次経営計画を策定し、経

営目標を明確化するとともに、それに基づく業績管理を行う。 

 

5.当社および当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

1) 当社グループ全体で企業価値の向上を図るとともに社会的責任を全うするため、

当社子会社の独立性を確保しつつ、関係会社管理規程等に基づき、当社グループ全

体としてのコンプライアンス体制を整備する。 

2) 関係会社管理規程に基づき、当社子会社における職務執行につき報告を求め、必

要に応じて協議・指導を行うことにより、当社グループ全体の業務の適正を確保す

る。 

3) 当社の経営企画部が当社子会社に関する業務を主管し、当社グループ各社の重要

会議に出席し、もしくは取締役等と情報交換を行うことにより、当社グループ全体

の業務の適正を確保する体制を適宜改善する。 

4) 財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有効に機能する体

制を整備・運用するとともに、適宜改善を行う。 



 

－  － 
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6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項、ならびに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項 

1) 監査役から監査役の職務を補助すべき使用人を置くことの要請があった場合は、

然るべき適任者を選任する。 

2) 当該使用人の任命、評価、懲戒等については、取締役からの独立性を確保するた

め、監査役会の同意を必要とする体制を整備する。 

3) 当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して行

うものとし、当該業務を行うにあたっては監査役の指揮・命令にのみ服する。 

 

7.監査役への報告に関する体制、および報告をした者が当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

1) 当社グループの取締役および従業員が、当社グループの経営、業績等に影響を及

ぼす重要な事実、および法令もしくは定款に違反する行為または不正行為の事実を

知った場合、監査役に速やかに報告する体制を確保する。 

2) 当社グループの内部通報担当部門は、当社監査役に内部通報の状況等について定

期的に報告する。 

3) 監査役に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役および従業員に周知徹底する。 

 

8.監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたと

きは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認め

られた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

9.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

1) 代表取締役は、監査役との定期的な会合の場において、監査の環境整備の状況、

監査上の重要課題等について意見交換を行うことにより、監査役との相互認識を深

めるよう努める。 

2) 監査役は、取締役会に加えて経営会議等の重要会議に出席し必要に応じて意見を

述べるほか、稟議書等の重要案件の決裁書を閲覧する。 

3) 内部監査部門は、監査役との連携を保つとともに、監査結果を定期的に報告する。 

 



 

－  － 
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、原則年

回開催しております。当該委員会において、事業年度毎にコンプライアンス方針を定め

た上、各本部・事業部にて具体的な目標を設定し、事業年度終了後には、判明した課題

等を踏まえ、当該委員会において改善策を検討しております。また、内部通報窓口とし

て、社外取締役・常勤監査役を含む複数の窓口を設置するとともに、社内規程により、

情報提供者の秘匿と不利益取扱の禁止について定め、徹底しております。 

 リスク管理については、事業上のあらゆるリスクの発生を予防し、また万一発生した

場合の被害を最小限に抑制するため、各種規程を整備し、これらに基づいたリスクマネ

ジメント体制を構築しております。また、各事業所において、災害を想定した訓練を定

期的に行っております。 

 常勤監査役は、取締役会および経営会議その他の会議に出席するほか、取締役との面

談を実施し、当社グループにおける内部統制の状況を把握するとともに、必要に応じて

意見を述べることで実効的な監査を行っております。また、内部監査部門として社長直

属の監査室を設置し、監査役および会計監査人、社外取締役と情報交換を行うなど、積

極的な連携を図っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、比率については四捨五入によ

り表示しております。 

 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(18) ／ 2016/05/26 10:34 (2016/05/11 14:46) ／ wn_15175260_02_os7新日本理化様_招集_連結貸借対照表_P.docx 

18

 連 結 貸 借 対 照 表 （平成28年月31日現在） 

     (単位 千円)

 科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 31,361,354 負 債 の 部 17,904,104 

流 動 資 産 16,428,861 流 動 負 債 8,945,544 

現 金 及 び 預 金 2,454,205 支払手形及び買掛金 3,726,810 

受取手形及び売掛金 9,088,175 短 期 借 入 金 1,556,640 

商 品 及 び 製 品 2,244,086 年内償還予定の社債 27,800 

仕 掛 品 1,402,511 年内返済予定の長期借入金 2,458,668 

原材料及び貯蔵品 873,595 未 払 法 人 税 等 150,848 

繰 延 税 金 資 産 10,886 賞 与 引 当 金 183,499 

そ の 他 357,507 そ の 他 841,277 

貸 倒 引 当 金 △  2,105 固 定 負 債 8,958,560 

固 定 資 産 14,932,492 社 債 211,200 

(有形固定資産) 7,781,165 長 期 借 入 金 5,357,145 

建物及び構築物 1,487,033 繰 延 税 金 負 債 959,054 

機械装置及び運搬具 2,316,036 役員退職慰労引当金 47,440 

土 地 3,454,119 退職給付に係る負債 2,177,563 

リ ー ス 資 産 43,780 そ の 他 206,157 

建 設 仮 勘 定 296,664 純 資 産 の 部 13,457,249 

そ の 他 183,531 株 主 資 本 12,172,279 

(無形固定資産) 29,503 資 本 金 5,660,863 

(投資その他の資産) 7,121,823 資 本 剰 余 金 4,246,655 

投 資 有 価 証 券 6,525,047 利 益 剰 余 金 2,435,541 

長 期 貸 付 金 156,604 自 己 株 式 △ 170,780 

退職給付に係る資産 212,370 その他の包括利益累計額 476,707 

そ の 他 235,701 その他有価証券評価差額金 967,533 

貸 倒 引 当 金 △  7,900 為替換算調整勘定 △ 424,428 

 退職給付に係る調整累計額 △ 66,397 

 非支配株主持分 808,262 

合 計 31,361,354 合 計 31,361,354 

 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 平成27年月日から 
平成28年月31日まで 

  (単位 千円)

 
科 目 金 額 

売 上 高 27,884,375 

売 上 原 価 23,305,844 

売 上 総 利 益 4,578,530 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,232,271 

営 業 利 益 346,258 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 8,671  

受 取 配 当 金 121,718  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21,983  

そ の 他 33,094 185,468 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 101,365  

為 替 差 損 26,060  

そ の 他 27,835 155,261 

経 常 利 益 376,465 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 475  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,071,359 1,071,835 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 47,916  

減 損 損 失 748,901  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 76  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,789  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 27,380  

退 職 給 付 制 度 改 定 損 342,625 1,174,691 

税金等調整前当期純利益 273,609 

法人税、住民税及び事業税 163,644  

法 人 税 等 調 整 額 △ 29,708 133,935 

当 期 純 利 益 139,673 

非支配株主に帰属する当期純利益 42,528 

親会社株主に帰属する当期純利益 97,145 

 

(     )



 

－  － 
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 貸 借 対 照 表 （平成28年月31日現在） 

     (単位 千円)

 科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 26,440,323 負 債 の 部 15,429,456 

流 動 資 産 14,821,174 流 動 負 債 7,850,671 

現 金 及 び 預 金 1,803,942 電 子 記 録 債 務 2,897 

受 取 手 形 211,958 買 掛 金 3,239,836 

電 子 記 録 債 権 108,736 短 期 借 入 金 1,250,000 

売 掛 金 8,069,242 年内返済予定の長期借入金 2,417,988 

商 品 及 び 製 品 2,091,282 リ ー ス 債 務 29,278 

仕 掛 品 1,386,888 未 払 金 194,870 

原材料及び貯蔵品 785,856 未 払 費 用 409,242 

前 渡 金 6,692 未 払 法 人 税 等 120,540 

前 払 費 用 74,299 前 受 金 2,631 

そ の 他 284,273 預 り 金 39,386 

貸 倒 引 当 金 △  2,000 賞 与 引 当 金 144,000 

固 定 資 産 11,619,149 固 定 負 債 7,578,785 

(有形固定資産) 4,478,624 長 期 借 入 金 5,190,529 

建 物 809,246 リ ー ス 債 務 22,719 

構 築 物 134,664 繰 延 税 金 負 債 435,059 

機 械 及 び 装 置 2,060,563 退職給付引当金 1,749,907 

車 両 運 搬 具 2,346 資 産 除 去 債 務 13,358 

工具、器具及び備品 147,759 そ の 他 167,212 

土 地 989,168 純 資 産 の 部 11,010,866 

リ ー ス 資 産 39,350 株 主 資 本 10,066,727 

建 設 仮 勘 定 295,524 資 本 金 5,660,863 

(無形固定資産) 27,213 資 本 剰 余 金 4,246,655 

特 許 権 1,317 資 本 準 備 金 4,246,655 

ソ フ ト ウ エ ア 7,892 利 益 剰 余 金 329,989 

リ ー ス 資 産 12,317 利 益 準 備 金 345,154 

そ の 他 5,685 その他利益剰余金 △ 15,164 

(投資その他の資産) 7,113,312 繰越利益剰余金 △ 15,164 

投 資 有 価 証 券 3,932,268 自 己 株 式 △ 170,780 

関 係 会 社 株 式 2,764,075 評価・換算差額等 944,139 

長 期 貸 付 金 156,604 その他有価証券評価差額金 944,139 

長 期 前 払 費 用 51,379   

前 払 年 金 費 用 58,827   

そ の 他 158,058   

貸 倒 引 当 金 △  7,900   

合 計 26,440,323 合 計 26,440,323 

 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 平成27年月日から 
平成28年月31日まで 

   (単位 千円)

 科 目 金 額 

売 上 高 25,110,342 

売 上 原 価 21,331,231 

売 上 総 利 益 3,779,111 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,556,261 

営 業 利 益 222,849 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 7,184  

受 取 配 当 金 211,492  

そ の 他 40,348 259,025 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 93,453  

為 替 差 損 24,726  

そ の 他 54,167 172,347 

経 常 利 益 309,527 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 475  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,071,359 1,071,835 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 47,165  

減 損 損 失 748,901  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 76  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,789  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 27,380  

退 職 給 付 制 度 改 定 損 319,415 1,150,729 

税 引 前 当 期 純 利 益 230,633 

法人税、住民税及び事業税 122,635 

法 人 税 等 調 整 額 18,001 

当 期 純 利 益 89,997 

 

（注） 本連結計算書類および計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示して

おります。 

 

(     )



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書  

平成28年月11日 

新日本理化株式会社  

取締役会 御中  

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人  

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 林  由 佳 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 山 本 秀 男 
 

  
 当監査法人は、会社法第444条第項の規定に基づき、新日本理化株式会社の平成27年月日から平成28年

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作

成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、新日本理化株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書  

平成28年月11日 

新日本理化株式会社  

取締役会 御中  

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人  

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 林  由 佳 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 山 本 秀 男 
 

  
 当監査法人は、会社法第436条第項第号の規定に基づき、新日本理化株式会社の平成27年月日から平
成28年月31日までの第144期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書  

 当監査役会は、平成27年月日から平成28年月31日までの第144期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役の監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役
会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第項及び第項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役
会が定めた内部統制システムに係る監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 
 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成28年月12日  

新日本理化株式会社 監査役会  

常 勤 監 査 役 寺 澤 靜 男 
常 勤 監 査 役(社外監査役) 桜 井 博 文 
監 査 役(社外監査役) 織 田 貴 昭 

 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 
第号議案 定款一部変更の件 

．提案の理由 

(1) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号。以下、「改正会社法」と

いいます。）により、新たな機関設計として「監査等委員会設置会社」が創設されま

した。当社は、取締役会の監査・監督機能およびコーポレート・ガバナンス体制を一

層強化することで、より透明性の高い経営の実現と経営の機動性の向上を図るため、

監査等委員会設置会社へ移行したいと存じます。これに伴い、監査等委員会および監

査等委員に関する規定の新設、ならびに監査役および監査役会に関する規定の削除等、

所要の変更を行うものであります。 

(2) 株主の皆様へのサービス拡充の観点から、会社法第194条に規定する単元未満株式

の買増制度の導入をいたしたく、変更案第10条（単元未満株式の買増し）を新設し、

これに伴う所要の変更を行うものであります。 

(3) 改正会社法により、責任限定契約を締結することができる役員等の範囲が変更され

たことに伴い、業務執行を行わない取締役につきましても、責任限定契約を締結する

ことによってその期待される役割を十分に発揮できるようにするために、現行定款第

32条（社外取締役との責任限定契約）に所要の変更を行うものであります。なお、当

該変更につきましては、各監査役の同意を得ております。 

(4) その他上記の各変更に伴い、条数等の変更を行うものであります。 



 

－  － 
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．変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

 なお、本定款変更の効力は、本総会終結の時をもって生じるものとします。 
 （下線は変更部分を示します。）

 
現 行 定 款 変 更 案 

第章 総  則 第章 総  則 

  

（機関） （機関） 

第条 当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。 

第条 当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を置く。 

．取締役会 ．取締役会 

．監査役 ．監査等委員会 

．監査役会 （削除） 

．会計監査人 ．会計監査人 

  

第章 株  式 第章 株  式 

  

（単元未満株式についての権利） （単元未満株式についての権利） 

第条 当会社の株主は、その有する単元未満株

式について、次に掲げる権利以外を行使

することができない。 

第条 当会社の株主は、その有する単元未満株

式について、次に掲げる権利以外を行使

することができない。 

(1) （条文省略） (1) （現行どおり） 

(2) （条文省略） (2) （現行どおり） 

(3) （条文省略） (3) （現行どおり） 

（新設） (4) 次条に定める請求をする権利 

  

（新設） （単元未満株式の買増し） 

 第10条 当会社の株主は、株式取扱規則に定める

ところにより、その有する単元未満株式

の数と併せて単元株式数となる数の株式

を売り渡すことを請求することができ

る。 

  

第10条～第19条  （条文省略） 第11条～第20条  （現行どおり） 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第章 取締役および取締役会 第章 取締役および取締役会 

  

（員数） （員数） 

第20条 当会社の取締役は、10名以内とする。 第21条 当会社の取締役は、名以内とする。 

（新設） ② 前項の取締役のうち、監査等委員である

取締役は、名とする。 

  

（選任方法） （選任方法） 

第21条 取締役は、株主総会において選任する。 第22条 取締役は、株主総会において選任する。

ただし、監査等委員である取締役は、そ

れ以外の取締役と区別して選任するもの

とする。 

②  （条文省略） ②  （現行どおり） 

③  （条文省略） ③  （現行どおり） 

（新設） ④ 補欠の監査等委員である取締役の選任に

係る決議が効力を有する期間は、当該決

議後年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の開始

の時までとする。 

  

（任期） （任期） 

第22条 取締役の任期は、選任後年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

第23条 取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

（新設） ② 監査等委員である取締役の任期は、選任

後年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。 

（新設） ③ 任期の満了前に退任した監査等委員であ

る取締役の補欠として選任された監査等

委員である取締役の任期は、退任した監

査等委員である取締役の任期の満了する

時までとする。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

第23条～第24条  （条文省略） 第24条～第25条  （現行どおり） 

  

（取締役会の招集通知） （取締役会の招集通知） 

第25条 取締役会の招集通知は、会日の日前ま

でに各取締役および各監査役に対して発

する。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができる。

第26条 取締役会の招集通知は、会日の日前ま

でに各取締役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短

縮することができる。 

② 取締役および監査役の全員の同意がある

ときは、招集の手続を経ないで取締役会

を開催することができる。 

② 取締役全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで取締役会を開催すること

ができる。 

  

第26条～第27条  （条文省略） 第27条～第28条  （現行どおり） 

  

（新設） （重要な業務執行の決定の委任） 

 第29条 当会社は、会社法第399条の13第項の

規定により、取締役会の決議によって、

重要な業務執行（同条第項各号に掲げ

る事項を除く。）の決定の全部または一

部を取締役に委任することができる。 

  

（取締役会議事録） （取締役会議事録） 

第28条 取締役会の議事は、その経過の要領およ

び結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または

記録し、出席した取締役および監査役が

これに記名押印または電子署名して、当

会社に保存する。 

第30条 取締役会の議事は、その経過の要領およ

び結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または

記録し、出席した取締役がこれに記名押

印または電子署名して、当会社に保存す

る。 

  

第29条～第30条  （条文省略） 第31条～第32条  （現行どおり） 

  

（報酬等） （報酬等） 

第31条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利

益（以下、「報酬等」という。）は、株

主総会の決議によって定める。 

第33条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の

対価として当会社から受ける財産上の利

益は、監査等委員である取締役とそれ以

外の取締役とを区別して、株主総会の決

議によって定める。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

（社外取締役との責任限定契約） （非業務執行取締役との責任限定契約） 

第32条 当会社は、会社法第427条第項の規定

により、社外取締役との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度額は、

700万円以上であらかじめ定めた金額ま

たは法令が規定する額のいずれか高い額

とする。 

第34条 当会社は、会社法第427条第項の規定

により、取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）との間に、任務を怠っ

たことによる損害賠償責任を限定する契

約を締結することができる。ただし、当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が

規定する額とする。 

  

第章 監査役および監査役会 第章 監査等委員会 

  

（新設） （監査等委員会の権限） 

 第35条 監査等委員会は、法令に定めのある事項

を決定するほか、その職務遂行のために

必要な権限を行使する。 

  

（員数） （削除） 

第33条 当会社の監査役は、名以内とする。  

  

（選任方法） （削除） 

第34条 監査役は、株主総会において選任する。  

② 監査役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の分の以

上を有する株主が出席し、その議決権の

過半数をもって行う。 

 

  

（任期） （削除） 

第35条 監査役の任期は、選任後年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

 

② 任期の満了前に退任した監査役の補欠と

して選任された監査役の任期は、退任し

た監査役の任期の満了する時までとす

る。 

 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

（補欠監査役の選任） （削除） 

第36条 当会社は、法令または本定款に定める監

査役の員数を欠いた場合に備えて、株主

総会において監査役の補欠者をあらかじ

め選任することができる。 

 

② 補欠監査役の選任方法は第34条第項を

準用する。 

 

③ 補欠監査役の選任にかかわる決議の効力

は、選任後年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会

の開始の時までとする。 

 

  

（常勤の監査役） （常勤の監査等委員） 

第37条 監査役会は、その決議によって常勤の監

査役を選定する。 

第36条 監査等委員会は、その決議によって、監

査等委員の中から常勤の監査等委員を選

定することができる。 

  

（監査役会の招集通知） （監査等委員会の招集通知） 

第38条 監査役会の招集通知は、会日の日前ま

でに各監査役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短

縮することができる。 

第37条 監査等委員会の招集通知は、会日の日

前までに各監査等委員に対して発する。 

ただし、緊急の必要があるときは、この

期間を短縮することができる。 

② 監査役全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで監査役会を開催すること

ができる。 

② 監査等委員全員の同意があるときは、招

集の手続を経ないで監査等委員会を開催

することができる。 

  

（監査役会の決議方法） （監査等委員会の決議方法） 

第39条 監査役会の決議は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、監査役の過半数をもっ

て行う。 

第38条 監査等委員会の決議は、議決に加わるこ

とができる監査等委員の過半数が出席

し、その過半数をもって行う。 



 

－  － 
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現 行 定 款 変 更 案 

（監査役会議事録） （監査等委員会議事録） 

第40条 監査役会の議事は、その経過の要領およ

び結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または

記録し、出席した監査役がこれに記名押

印または電子署名して、当会社に保存す

る。 

第39条 監査等委員会の議事は、その経過の要領

および結果ならびにその他法令に定める

事項については、これを議事録に記載ま

たは記録し、出席した監査等委員がこれ

に記名押印または電子署名して、当会社

に保存する。 

  

（監査役会規則） （監査等委員会規則） 

第41条 監査役会に関する事項は、法令または本

定款のほか、監査役会において定める監

査役会規則による。 

第40条 監査等委員会に関する事項は、法令また

は本定款のほか、監査等委員会において

定める監査等委員会規則による。 

  

（報酬等） （削除） 

第42条 監査役の報酬等は、株主総会の決議に

よって定める。 

 

  

（社外監査役との責任限定契約） （削除） 

第43条 当会社は、会社法第427条第項の規定

により、社外監査役との間に、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度額は、

700万円以上であらかじめ定めた金額ま

たは法令が規定する額のいずれか高い額

とする。 

 

  

第章 会計監査人 第章 会計監査人 

  

第44条～第45条  （条文省略） 第41条～第42条  （現行どおり） 

  

第章 計  算 第章 計  算 

  

第46条～第49条  （条文省略） 第43条～第46条  （現行どおり） 

 



 

－  － 
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第号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）名選任の件 

当社は、第号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行し、取締役全員（10名）は、定款変更の効力発生

の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役会における機動的な

意思決定を可能とするため名減員し、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案の決議の効力は、第号議案「定款一部変更の件」の効力が発生

することを条件として生じるものとします。 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。 

候
補
者
番
号

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

1

 藤
ふじ

 本
もと

 万
まん

太
た

郎
ろう

 
（昭和28年月日生）

昭和50年月 当社入社 

平成10年月 当社オレオ販売部長 

平成14年月 当社経営企画部長 

平成14年10月 当社管理本部長 

平成15年月 当社取締役管理本部長 

平成15年月 当社取締役総合企画本部長兼管理

本部長 

平成16年月 当社代表取締役社長（現任） 

104,737株 

【取締役候補者とした理由】 
当社入社以来、営業、経営企画などの業務に携わり、さらに管理本部長、総合企画本部長を経
て、平成16年から社長を務めております。当社での豊富な業務経験、当社の経営全般および当
社の属する化学業界に関する深い知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたし
ました。 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(33) ／ 2016/05/26 10:34 (2016/05/23 10:54) ／ wn_15175260_05_os7新日本理化様_招集_参考書類_P.docx 

33

候
補
者
番
号

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

2

 藤
ふじ

牧
まき

愼
しん

一
いち

 
（昭和30年月26日生）

昭和54年月 ㈱大和銀行（現㈱りそな銀行） 

入行 

平成15年月 同行法人部国際業務室次長 

平成18年月 当社入社 

平成18年12月 当社事業戦略推進室長 

平成19年月 当社経営企画部長 

平成22年月 当社業務本部長 

平成23年月 当社取締役業務本部長 

平成26年月 当社取締役企画本部長兼経営企画

部長 

平成28年月 当社取締役企画本部長（現任） 

15,045株 

【取締役候補者とした理由】 
当社入社以来、経営企画、購買などの業務に携わり、さらに取締役として業務本部長、企画本
部長を歴任するなど、当社での豊富な業務経験を有しているほか、海外事業に関する知見も豊
富であることから、引き続き取締役候補者といたしました。 

3

 石
いし

野
の

 淳
じゅん

 
（昭和29年月29日生）

昭和52年月 当社入社 

平成10年月 当社経理部長 

平成15年月 当社経営企画部長 

平成17年月 当社化成品営業部長 

平成22年月 当社経営企画部長 

平成23年月 当社財務本部長 

平成24年月 当社取締役財務本部長 

平成25年月 当社取締役管理本部長（現任） 

17,733株 

【取締役候補者とした理由】 
当社入社以来、財務、経営企画、営業などの業務に携わり、さらに取締役として財務本部長、
管理本部長を歴任するなど、当社での豊富な業務経験と当社の経営に関する幅広い知見を有し
ていることから、引き続き取締役候補者といたしました。 



 

－  － 
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候
補
者
番
号

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

4

※ 

 川
かわ


はら

康
やす

行
ゆき

 
（昭和42年10月日生）

 

平成年月 当社入社 

平成24年月 当社技術開発部長 

平成26年月 当社執行役員機能性化学品事業部

長 

平成28年月 当社執行役員機能化学品事業部長

（現任） 

9,943株 

【取締役候補者とした理由】 
当社入社以来、主に研究開発の業務に携わり、さらに平成26年から執行役員として当社経営を
補佐、分担するほか、担当事業部の営業・研究を統括する立場としてその運営を担っておりま
す。当社の技術に関する深い知見を、新製品の開発戦略に活かすことができると判断し、新任
の取締役候補者といたしました。 

（注）1. ※印は、新任の取締役候補者であります。 

2. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 



 

－  － 
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第号議案 監査等委員である取締役名選任の件 

当社は、第号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取

締役名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。 

また、本議案の決議の効力は、第号議案「定款一部変更の件」の効力が発生

することを条件として生じるものとします。 

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。 

候
補
者
番
号

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

1

※ 

 寺
てら

澤
ざわ

靜
しず

男
お

 
（昭和29年月24日生）

 

昭和51年月 当社入社 

平成14年月 当社オレオ販売部長 

平成15年月 当社堺工場長 

平成17年月 当社技術開発部長 

平成17年月 当社研究開発本部長 

平成18年月 当社取締役研究開発本部長 

平成19年月 当社取締役生産本部長兼研究開発

本部長 

平成19年月 当社取締役生産本部長 

平成27年月 当社監査役（常勤）（現任） 

52,860株 

【監査等委員である取締役候補者とした理由】 
当社入社以来、営業、生産、研究などの業務に携わり、さらに取締役として研究開発本部長、
生産本部長を歴任するなど、当社での豊富な業務経験と当社の経営に関する幅広い知見を有し
ていることから、監査等委員である取締役として経営の監督機能強化を担うことができると判
断し、監査等委員である取締役候補者といたしました。 



 

－  － 
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候
補
者
番
号

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

2

※ 

 桜
さくら

井
い

博
ひろ

文
ふみ

 
（昭和30年月25日生）

 

昭和53年月 ㈱大和銀行（現㈱りそな銀行）入

行 

平成年月 同行千里北支店長 

平成19年月 同行京都・滋賀営業本部地域営業

本部長 

平成21年月 大塚化学㈱内部監査室長 

平成22年月 同社総務部長 

平成24年10月 同社経理部長 

平成27年月 当社社外監査役（常勤）（現任）

0株 

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】 
金融機関における長年の経験と企業での財務部門における財務および会計に関する専門的知識
に基づき、これまで社外監査役として有益なご意見をいただいており、今後は監査等委員であ
る社外取締役として、当社経営の監督機能強化に寄与いただくため、選任をお願いするもので
あります。なお、過去に社外役員となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありま
せんが、上記の理由により、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断しております。 

3

※ 

 織
お

田
だ

貴
たか

昭
あき

 
（昭和37年月31日生）

 

昭和63年月 弁護士登録 

三宅合同法律事務所（現弁護士法

人三宅法律事務所）入所（現任）

平成23年月 当社社外監査役（現任） 

平成26年月 ㈱ダスキン社外監査役（現任） 

（重要な兼職の状況） 

株式会社ダスキン社外監査役 

0株 

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】 
弁護士として企業法務に精通し、その専門的知識・経験に基づき、これまで社外監査役として
有益なご意見をいただいており、今後は監査等委員である社外取締役として、当社経営の監督
機能強化に寄与いただくため、選任をお願いするものであります。なお、過去に社外役員とな
ること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、監査等委
員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。 

（注）1. ※印は、新任の監査等委員である取締役候補者であります。 

2. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

3. 桜井博文氏および織田貴昭氏は、社外取締役候補者であります。 

4. 当社は、桜井博文氏および織田貴昭氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。なお、両氏の選任が承認された場合には、引き続き

両氏を独立役員として指定する予定であります。 



 

－  － 
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5. 織田貴昭氏が選任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第項の規定に基づき、

同法第425条第項に定める最低責任限度額を限度として、同法第423条第項の損害賠償

責任を限定する契約を締結する予定であります。 

 

第号議案 補欠の監査等委員である取締役名選任の件 

当社は、第号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、法令に定める監査等

委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員であ

る取締役名の選任をお願いするものであります。 

なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。 

また、本議案の決議の効力は、第号議案「定款一部変更の件」の効力が発生

することを条件として生じるものとします。 

補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。 

氏   名 
（生年月日） 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社の株式数 

 村
むら

永
なが

次
じ

郎
ろう

 
（昭和28年月15日生）

昭和50年月 陸上自衛隊入隊 

平成年月 陸上自衛隊第師団第部長 

平成15年12月 陸上自衛隊第12旅団第13普通科連隊長

兼松本駐屯地司令 

平成19年月 防衛大学校教授 

平成22年月 学校法人武庫川学院丹嶺学苑研修セン

ター館長 

平成24年月 当社社外監査役 

平成27年月 当社社外取締役（現任） 

0株 

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】 
大学校教授としての経験と見識に基づき、経営陣から独立した立場で取締役会の意思決定に参画い
ただくことで、当社経営の監督機能強化に寄与いただくため、選任をお願いするものであります。
なお、過去に社外役員となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませんが、上記の
理由により、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断してお
ります。 

（注）1. 村永次郎氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

2. 村永次郎氏は、補欠の社外取締役候補者であります。 

3. 村永次郎氏は現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって

年となります。 

 



 

－  － 
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第号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件 

当社の取締役の報酬額は、平成年月29日開催の第123回定時株主総会にお

いて、月額20百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含ま

ない）とご決議いただき今日に至っております。第号議案「定款一部変更の

件」が原案どおり承認可決されますと、当社は監査等委員会設置会社へ移行す

ることから、これを廃止した上で改めて取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬額を定めることとし、その報酬額を、昨今の経済情勢等諸般の事

情も考慮して、年額180百万円以内とさせていただきたいと存じます。 

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務

取締役の使用人分の給与は含まないものといたしたいと存じます。 

なお、現在の取締役の員数は10名でありますが、第号議案「定款一部変更の

件」および第号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）名選任

の件」が原案どおり承認可決されますと、本議案に係る取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の員数は名となります。 

本議案の決議の効力は、第号議案「定款一部変更の件」の効力が発生するこ

とを条件として生じるものとします。 

 

第号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件 

当社は、第号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、昨今の経済情勢等諸

般の事情も考慮して、監査等委員である取締役の報酬額を年額48百万円以内と

させていただきたいと存じます。 

なお、第号議案「定款一部変更の件」および第号議案「監査等委員である

取締役名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、本議案に係る監査等

委員である取締役の員数は名となります。 

本議案の決議の効力は、第号議案「定款一部変更の件」の効力が発生するこ

とを条件として生じるものとします。 

 

以 上 



 

－  － 
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「インターネットによる議決権行使のお手続きについて」 

 

 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使して

いただきますようお願い申し上げます。 

 当日ご出席の場合は、書面（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使の

お手続きはいずれも不要です。 

 

記 

 

．議決権行使ウェブサイトについて 

(1) インターネットによる議決権の行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話

（ｉモード、ＥＺｗｅｂ、Ｙａｈｏｏ！ケータイ）※から、当社の指定する議決権

行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）をご利用いただくことによってのみ可

能です。（ただし、毎日午前時から午前時まではお取り扱いを休止いたしま

す。） 

※「ｉモード」は㈱ＮＴＴドコモ､「ＥＺｗｅｂ」はＫＤＤＩ㈱､「Ｙａｈｏｏ！」 

は米国Ｙａｈｏｏ！Ｉｎｃ．の商標または登録商標です。 

(2) パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイ

アーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場

合、ｐｒｏｘｙサーバーをご利用の場合、ＴＬＳ暗号化通信を指定されていない場

合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もござい

ます。 

(3) 携帯電話による議決権行使は、ｉモード、ＥＺｗｅｂ、Ｙａｈｏｏ！ケータイのい

ずれかのサービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、ＴＬＳ暗号

化通信および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。 

(4) インターネットによる議決権行使は、平成28年月28日（火曜日）の午後時30分

まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただきますようお願い申し上げま

す。 

なお、ご不明な点等がございましたら後記のヘルプデスクまでお問い合わせくださ

い。 

 



 

－  － 
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．インターネットによる議決権行使方法について 

(1) 議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に

記載された「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案

内に従って賛否をご入力ください。 

(2) 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改

ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「仮パス

ワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。 

(3) 株主総会招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知い

たします。 

(4) パスワードは議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段です

ので、大切にお取り扱い願います。パスワードに関する電話等によるご照会にはお

答えいたしかねます。 

 

．議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用について 

 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料

金等）は、株主様のご負担となります。また、スマートフォンまたは携帯電話をご利用

の場合は、パケット通信料・その他スマートフォンまたは携帯電話利用による料金が必

要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。 

 

以 上 
 

   

 インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ先  

   

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）  

 電話 --  

 （受付時間 ：～：、通話料無料）  
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

 

京阪電鉄中書島駅（特急停車）より徒歩約分 

駐車スペースがございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。 
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